
（様式１－３） 

福島県（飯舘村）帰還環境整備事業計画 帰還環境整備事業等個票 

令和元年７月時点 

※本様式は１－２に記載した事業ごとに記載してください。 

NO

. 

145 事 業

名 

いいたて までいな農業復興計画基幹事業（飯

舘村ライスセンター） 

事業番号 (5)-43-21 

交付団体 福島県 事業実施主体（直接/間接） 飯舘村（間接） 

総交付対象事業費 （49,356）（千円） 

1,827,755（千円） 

全体事業費 （1,712,880）（千円） 

1,827,755（千円） 

帰還環境整備に関する目標 

本村は、避難の長期化による避難農業者の高齢化や若手農業者の他職種への転職が進む

ことにより、帰村農業者の減少と管理放棄農地の増大が懸念される中、営農再開環境の維

持を目的とした農業復興組合の設立を推進し、除染後農地の保全等を推進してきた。 

平成 29 年３月末に本村の帰還困難区域を除く避難区域の避難指示が解除されたことを

受けて、現在、強い意欲をもつ先駆的な営農経営体による村内での営農再開を推進してい

るが、農家戸数及び作付面積は、被災前に比して１割に満たない状況にある。このため、

広大な農用地を有する本村にとって土地利用型農業の再開と推進が喫緊の課題となってい

る。 

また、村内の水田営農の再開に必要不可欠である、ＪＡ及び各地区が所有していたライ

スセンター等の調製施設については、長期間利用できない状況にあったため、風雨や獣害

等により解体撤去を余儀なくされた。 

一方で、平成 29年３月をもって本村の帰還困難区域を除く避難区域の避難指示が解除さ

れため、本村における将来の営農再開に備えて、除染完了農用地等の保全を担う農業復興

組合の設立と組合への農地の集積を進めてきたが、花卉・畜産だけでなく水稲による営農

再開希望者は年々増加傾向にあり、これまで主体となり地域の水田営農を支えてきた担い

手及び集落営農組織に加え、平成 30年１月 23日に設立した「飯舘村オペレーター連絡協

議会」の取組みにより、村内全域を対象とした農地集積及び作業受委託の流動化を図り、

効率的かつ経済的な農業経営の推進に取り組むことを目的としている。 

よって、村内において水田活用による営農再開を推進していくためには、ライスセンタ

ー等の調製施設の整備が急務であり、必要な施設等を村が整備することにより速やかな営

農再開へ繋げることとし、以上の取組みをもって、本村の基幹産業である農業を再生する

ことを目標とする。 

事業概要 

(1)事業の概要 

福島第一原子力発電所事故による放射能汚染とその後の計画的避難の継続により、村の

農業そのものが全滅の危機に瀕していたが、震災から８年が経過する現在、意欲ある農業

者がいち早く村内での営農再開の実現に向けて準備を進めている。 

飯舘村では、村の農業復興の第一歩として、意欲ある農業者の避難先での営農再開を支

援することによって耕作意欲の維持を図ってきたが、村内の除染が進捗する中、村内で速

やかに営農再開ができる状況を構築することが必要不可欠である。 

  よって、本村の主要産業である農業の中でも、年間売上総額で４億円を超す高い市場評

価を得ていた花卉、野菜等の園芸品目及び飯舘牛ブランドとして市場評価を得ていた和牛

による営農再開を中心に、市場ニーズに対応した農業再開を行政が支援することによって、

史上他に類を見ない「放射能汚染避難区域のモデル的農業復興」を果たすこととする。 

 

飯舘村ライスセンターにおいては、水田農業の再興を図ることで、安定した販売体制を

整備することが可能となり、市場性の高い高品質な水稲の生産に取り組むことにより「ま

でいブランド」の発展を目指す。 

また、意欲ある農家・組織による除染後農地の大規模集積と水田農業の更なる発展のた



め、村内産農産物への風評被害等を懸念する他の農業者に対して新たな希望を与え、村内

での生産活動の活発化と帰村者の増加を強力に推進することに努めるとともに、飯舘村の

水田農業を担う次世代の農業者が設備投資への負担を抱えることなく、営農再開へと繋げ

るための環境整備を実施する。 

    

(2)事業量（飯舘村ライスセンター） 

  下記「当面の事業概要」のとおり 

(3)復興計画への位置づけ 

 「いいたて までいな復興計画（第 1版）」P.24基本方針⑤「までいブランドを再生する」 

 

当面の事業概要 

＜平成 30年度＞ 

ライスセンター及びラック式倉庫 測量設計 

ライスセンター及びラック式倉庫機械設備 製造請負設計 

＜令和元年度＞ 

ライスセンター及びラック式倉庫１棟並びに附帯工事一式 

ライスセンター及びラック式倉庫機械設備一式 

ライスセンター及びラック式倉庫工事監理業務一式 

 

 

地域の帰還環境整備との関係 

飯舘村は、原子力災害による全村域の放射能汚染と、その後の計画的避難の継続により、

震災から８年が経過する現在、飯舘村の農業再生の遅延は、担い手の営農再開意欲を消滅

させることになり、これまで培ってきた「までいブランド」の市場評価はもとより、人材

と栽培技術までをも失うことが危ぶまれている。 

農業は村の基幹産業であり、村の復興のためには、農業の再生が不可欠であることから、

これまで村民に寄り添って農業の振興を図ってきた飯舘村が事業主体となって、飯舘村の

農業復興の第一歩として、避難先での営農再開を支援することで耕作意欲の維持を図って

きた。現在は村内の除染が概ね完了したため、村内で営農を定着することができる環境の

構築が必要不可欠となっている。 

このためには、「飯舘村オペレーター連絡協議会」の取組みを中心として、集落の担い手

等へ除染後農地を大規模に集積し水田農業の再興を図る上で、各集落の農業者による水管

理や畦畔・水路周りの保全管理等の協力が必要不可欠である。 

以上のことから、本事業により、集落活動の活性化の促進を図ることで、農業者の帰還

意欲の醸成及び営農再開へと繋がる帰還環境を村が整備することにより、村内の担い手等

54経営体の帰還を見込む。 

 

関連する事業の概要 

  

※効果促進事業等である場合には以下の欄を記載。 

関連する基幹事業 

事業番号  

事業名  

交付団体  

基幹事業との関連性 

 

 




